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8．研究活動紹介（2021 年度の活動紹介） 

8.1 環境研究部  

自動車に対する環境改善の要望として，2050 年
までに自動車のライフサイクル全体でのカーボン

ニュートラル化が，世界的に期待されています．走

行時の CO2 削減に寄与する研究領域は，内燃機関

を搭載した自動車の燃費向上や自動車から排出さ

れる有害物質に関する研究をはじめ，近年において

は，自動車の電動化に関する調査，研究が増加して

います.これらの研究ニーズへの取り組みを強化す

るため，環境系の研究領域と電動車両系の研究領域

を担う部署を統合し，2021 年 4 月に環境研究部が

発足しました．環境研究部では，「カーボンニュー

トラルなモビリティ社会の実現」を目標に，内燃機

関搭載車から電動車（xEV）までを対象として，関

連分野の研究活動を総合的に実施しています．

図 1 環境研究部の研究領域イメージ 

内燃機関自動車に関する研究では，各種燃料の性

状調査からエンジン燃焼室内での生成機構解明，燃

焼・排気後処理技術の研究，研究に必要となる計測

法の開発や試験法策定，さらに大気放出後の移流・

拡散や化学反応の研究および有害物質の健康影響

評価・疫学調査といった幅広い関連分野の研究活動

を総合的に実施しています． 

2014 年からは，産学官連携での新たな取り組み

として開始された自動車用内燃機関技術研究組合

に参画し，自動車メーカのニーズに応えるため，エ

ンジンの基礎・応用研究を積極的に実施しています．

2019 年には，専属グループを新設して，モデルベ

ース開発に係わる研究を新たに実施しています．

2021 年には，自動車の走行段階だけでなくライフ

サイクル全体を対象とした研究（次世代車の Well

to Wheel 評価，ライフサイクルアセスメント

（LCA））に取り組む専属グループを新設しました． 

排出ガス・燃費試験法や騒音試験法の分野では，

リアルワールドにおける自動車の環境負荷低減に

寄与するため，環境温度（－40～＋50℃）を再現で

きる車両試験設備を活用した研究，排出ガス以外の

排出物であるタイヤおよびブレーキ摩耗粉塵に関

する研究などの新たな研究領域に取り組んでいま

す．

xEV に関する研究では，標準化・基準化を推進し，

電動車両国際標準（ISO/TC22（自動車）/SC37（EV），

IEC/TC69（BEV および電動産業車両））の国内審

議団体として，FCV，BEV および HEV に係る国

際規格（ISO/IEC）などの原案作成やコメント活動

を産官学の協力を得て推進しています． 

性能評価等については，電動車両やモータ／イン

バータ，蓄電池，燃料電池および充電器に関し，性

能向上や評価手法開発，充電インフラ普及に資する

研究を進めています．蓄電池に関しては，リチウム

イオン電池の適切な寿命評価技術の開発や劣化メ

カニズム解明のための研究に取り組んでいます．

水素，高圧容器，蓄電池の安全性評価研究では，

Hy-SEF (Hydrogen and Fuel Cell Vehicle Safety 

Evaluation Facility) を活用し，安全な電動車両の

開発に資する研究に取り組んでいます． 

環境研究部では，以下の 11 グループ編成で，各

グループの専門家が連携して研究・試験を行ってい

ます． 

図 2 環境研究部の Gr 構成 

（部長：松浦 賢） 
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8.1.1 環境研究部 電動技術グループ

 電動技術グループでは，燃料電池自動車（FCV）

用水素燃料仕様の策定のための調査研究や性能低

下挙動の解析，車載蓄電池の寿命評価技術の開発や

劣化メカニズム解析など，燃料電池や蓄電池に係わ

る研究に取り組んでいます．また，電動車両用のモ 

ータやパワーデバイスに関する研究，AC普通充電

器の互換性調査など，電動モビリティに関する幅広

い分野に取り組んでいます． 

1．燃料電池の評価解析

商用車や業務用車両などへの FCV の車種拡大を

想定し，FCV 用の固体高分子形燃料電池の膜／電

極接合体（MEA）の性能，耐久性評価に係る研究

に取組んでいます．燃料電池に供給されるガス中の

不純物の影響に関する調査研究，不純物によって生

じた性能低下の回復技術などについて，JARI 標準

セルや高電流密度での運転用に改良した JARIセル

2（図 3），およびガス分析を併用した発電評価を

行っています．

 

図 3 JARI 標準セル(a)と JARI セル 2 のセパレータ(b) 

2．蓄電池の評価解析 

自動車に搭載される蓄電池には長期の耐久性が

必要であることから，適切な寿命評価技術の開発や

劣化メカニズム解明のための研究に取り組んでい

ます．蓄電池の単セルやモジュールでの寿命試験を，

温度や電圧，電流等の劣化因子をパラメータとした

種々の条件で行うことで，各劣化因子の影響度を把

握し，実走行時との相関を検証しています． 

また，従来のリチウムイオン電池に変わる次世代

電池として開発が進められている全固体電池の評

価技術の開発や，シミュレーションによる性能，寿

命評価技術開発に向けた取り組みを進めています．  

図 4 3D-SEM とシミュレーションによる 

リチウムイオン電池正極特性の解析例

3．モータおよびパワーデバイスに関する研究 

電動車両に搭載されているモータの性能につい

て，モータダイナモメータ（図 5）を用いた評価を

行っています．また SiC や GaN などの次世代パワ

ーデバイスを電動車両に適用する際の課題調査を

進めています． 

図 5 400kW 級モータダイナモメータ 

4．ワイヤレス給電システムに関する研究 

ワイヤレス給電システムの互換性と金属異物検

知技術，高速走行中給電技術の研究を行うための評

価プラットフォームの構築を行っています． 

(

（a） （b） 



日本自動車研究所 2020 年度 年報 61 

8.1.2 環境研究部 電動車標準化グループ 

 標準化グループは，FCV，BEV および HEV な
ど電動車両（EV）全般に係る調査と標準化・基準

化を行うことで，これら EV の普及を側面よりサポ 

ートしています． 

1. 電動化技術調査

EV は，運輸部門の CO2削減やエネルギセキュリ

ティの確保が可能な次世代車両として期待され，国

をあげて普及に向けた取り組みが行われています．

BEV や外部充電有り HEV 用充電器の整備なども

進んできています．また，これら EV を蓄電池とし

て活用し，貯めた電気を家や電力網に送る Vehicle

to Home（V2H）や Vehicle to Grid（V2G），スマ

ートグリッドなどの新しいインフラ技術や，昨今注

目されつつある大型車の電動化の開発動向や国内

外の動きなどについての最新動向の調査，更に将来

技術として注目される走行中非接触給電の経済性

の検討も行っています．

2. 標準化・基準化

ISO/TC22（自動車）/SC37（EV）および IEC/TC69

（EV および産業車両の電力伝送）の国内審議団体

として，FCV，BEV および HEV に係る国際規格 

（ISO/IEC）および日本工業規格（JIS）の原案作

成，コメント活動を行うため，FC･EV 標準化委員

会およびその傘下に分科会，ワーキンググループを

設置し，産官学の協力を得て活動しています．また，

ISO/TC197（水素技術），IEC/TC21（蓄電池），

IEC/SC23H（工業用プラグおよびコンセント）な

どにおいても，EV 関連の国際標準化議論を関係団

体と協力して進めています． 

2.1 FCV関連 

主に ISO/TC22/SC37 および ISO/TC197 に対し

て国際標準化を推進しています． 

 ISO/TC22/SC37/WG2（性能）では JARI が開発

した水素燃料消費量計測法が 2008 年に ISO 23828

として発行され，2019 年度から第 3 版発行のため

の改訂作業中です．また，ISO/TC197 において，

JARI のデータから策定した水素燃料品質規格 

（ISO 14687）さらに水素燃料品質管理の国際規格 

（19880-8）を日本議長のもと審議が進み、現在大

型 FCV（HDV）への適用を目的とした改訂準備が

進んでいます．また，今後 HDV への適用を目指す

水素コネクタ（WG5）審議に参画する他，2018 年

度に IS 化を完了した高圧水素容器および安全弁 

（WG18）規格改定に向け，引き続き国際議論に参

加します． 

さらに，FCV の国連世界統一技術基準（GTR13） 

第 2 フェーズは 2017 年に審議が開始され，容器破

裂圧の適性化，金属材料の水素適合性試験法作成な

ど、国内専門家による審議を経て，日本からの試験

法を提案し，2022 年の GTR 発効を目指します． 

2.2 BEV・HEV関連 

日本議長のもと作成している案件がいくつかあ

ります．性能関係では 2019 年度から外部充電有り

HEV 排出ガス・燃費試験法（ISO 23274-2）およ

び 2020 年度から BEV の電費と航続距離（ISO 

8714）の改訂作業中です．電気駆動用システムや部

品関係では 2016 年から始めた電気試験法（ISO 

21498-1, -2）とモータシステム試験法（ ISO 

21782-1～-7）が，2021 年までにすべて IS として

発行されました．その他， EV の安全（ISO 6469） 

および SC37 の用語集（ISO/TR8713） の改訂が行

われています． 

2.3 電池・充電関連 

 これまでに自動車用リチウムイオン電池や直流

充電器などに関連して 17 件の国際標準を提案の上

承認され，2020 年度までに 11 件（IEC 62660-1, 

IEC 62660-2, IEC 62660-3, IEC 62576, IEC 

61851-23, IEC 61851-24, IEC61851-25,IEC 

62196-2, IEC 62196-3, IEC 61982-4,ISO19363）

の国際規格，1 件（IEC/TR 62660-4）の技術報告

書が発行されています．また，これら日本提案規格

の改定審議および新規提案の電池リパーパスに関

する規格（IEC63330）および提案準備中の電池リ

ユース品質マネージメントシステム要件に関する

審議を主導するとともに，その他関連規格（リチウ

ムイオン電池パック／システム，コンダクティブ充

電，ワイヤレス充電，V2G 通信，軽量 EV 充電な

ど）への日本の意見反映に取り組み，EV 普及推進

の基礎となる国際規格の整備を推進しています．
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8.1.3 環境研究部 パワートレイングループ

 パワートレイングループでは，Well-to-Wheel 

Zero Emission に貢献すべく，バイオマス燃料や省

燃費エンジン油など燃料・潤滑油に関する研究，正

確な排出ガス・燃費評価のための試験方法および試

験設備に関する研究，これらを複合した自動車技術

の向上に寄与する研究・評価に取り組んでいます． 

 近年の排出ガス規制の強化によって，自動車から

排出される有害大気汚染物質は減少し，現在，自動

車に求められている最大の課題は，自動車のライフ

サイクル全体でのカーボンニュートラル化となっ

ています．排出ガスや燃費の評価では，室内試験の

みならず，リアルワールドにおける実態の把握が求

められています．

1．燃料・潤滑油に関する研究

自動車用燃料や潤滑油（エンジン油）に関する評

価・研究は当グループの大きな研究領域です．燃料

に関する研究では，将来燃料（バイオマス燃料や合

成燃料）に対応した新たな燃料性状分析方法や排出

ガス・燃費に及ぼす影響を調査しています．エンジ

ン油に関する研究では，車両を用いたエンジン油の

省燃費性能の評価やオイル消費のリアルタイム測

定の確立を目指した研究を行っています．また，

JASO エンジン油規格普及促進協議会の自動車用

ディーゼル機関潤滑油試験（清浄性試験,動弁系摩

耗試験および燃費試験）の試験受託機関としてディ

ーゼルエンジン油の性能向上に寄与する研究を進

めています．

200時間運転後ピストン堆積物の例ディーゼルエンジン油試験ベンチ

図 6 JASO ディーゼルエンジン油試験の一例 

2．排出ガス・燃費・電費・水素消費率の試験方法

に関する研究 

試験方法・試験設備に関する研究では，二輪車，

乗用車，重量車および電動車を対象として，世界共

通の試験方法や規制の検討が行われており，試験に

用いられる運転モード，計測方法および試験設備に

関する研究開発や評価，シミュレーションによる燃

費試験方法の検討などを行い，国際基準調和活動に

貢献しております． 

リアルワールドにおける実態把握の観点に基づ

く研究では，車載型排出ガス分析計（PEMS）を用

いたリアルドライブエミッション（RDE）試験方法，

実走行における燃費データの取得・解析，環境型シ

ャシダイナモ設備を活用した燃費悪化要因調査や

室内実路走行試験，エコドライブによる燃費変化の

把握など，自動車からの排出ガスや CO2排出量低

減を目指した研究を進めています． 

図 7 リアルワールドにおける実態把握の一例 

3．産学官連携による内燃機関や後処理装置に関す

る研究 

 当グループでは，自動車内燃機関に関する課題を

産学官共同で解決することを目的とした自動車用

内燃機関技術研究組合（AICE）に参画し，排出ガ

ス後処理研究やエンジン性能調査に取り組んでい

ます．排出ガス後処理研究では，現象解析で得られ

た数理モデルを後処理モデルへ組み込み，自動車産

業全体でのMBDツールとして活用できるように推

進しています．

図 8 実験による反応速度定数の取得と数理モデルの構築 
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8.1.4 環境研究部 MBDグループ

MBD グループは，2019 年 4 月に自動車の開発・

性能評価をシミュレーションモデルを用いて行う

モ デ ル ベ ー ス 開 発 （ MBD ： Model Based 
Development）の高度化や普及を進めるために設置

された MBD 推進グループを前身として，2021 年 4

月に新たに設置されました．

年を追って厳しさを増している燃費規制や排出

ガス規制に対応するためには，燃費性能や排出ガス

性能に優れた次世代自動車等の開発を加速化させ

る必要があります．一方，近年の次世代自動車は，

電動化を含めたパワートレインの多様化・複雑化が

進められているため，自動車開発における適合の負

荷が過去とは比較にならないほど増大している状

況です．開発効率化のためには，試作・実験を減ら

してシミュレーション技術により開発・性能評価の

プロセスを進める MBD がとても有効であり，自動

車メーカーや部品メーカーでMBDへの対応が進め

られていますが，サプライチェーン一体となった

MBD の浸透が課題となっています．そこで，経済

産業省ではMBDの有効活用として統一的な考え方

に則ったモデルで企業内および企業間のすり合わ

せ開発を高度化する「SURIAWASE2.0」構想を推

進し，自動車産業の国際競争力をより高める取り組

みを進めています． 

このような，官民が一体となって目指している自

動車産業全体での MBD 活用について，JARI が組

合員として参画している自動車用内燃機関技術研

究組合（AICE）も積極的に協力・推進しています． 

そのような背景のもと，MBD グループでは， 

MBD 活用に関する以下の業務を AICE と密接に連

携を取りながら，進めています． 

・モデルの構築・管理：

最新の物理式を組込んだサブモデル構築 

モデルの精度検証・実用検証

活用可能なモデルの管理

・MBD 普及に向けた活動：

講習会や検証会の開催 

ユーザーサポート など

ここで，サブモデル構築では，基礎・応用研究に

よる現象解明をモデル化して組込みますが，一部は，

パワートレイングループ，電動技術グループならび

に環境実験グループが持つ高度な専門知識や計測

技術を駆使して得られた研究成果を用いて，グルー

プ間連携（すり合わせ）を行いながら進めていきま

す． 

また，構築したモデルの検証・妥当性確認のため，

環境実験グループが実施する「ベンチマーク試験」

では，種々の試験設備や豊富な経験を活かした

JARI の強みであるリアルテストによる評価・検証

を行い，種々の条件による実車試験データの取得も

行っています． 

今後は，一般受託事業として，これらの試験で得

られたデータを用いて，MBD グループで新たなモ

デルの構築や既存モデルの改良・検証を行い，設計

プロセスで活用できるモデルを提供できるような

準備を整えています． 

図9 自動車業界におけるMBDの目指す姿 

（出典：AICE2020 年度公開フォーラム資料 http://www.aice.or.jp/up_file/1584607229-987008.pdf） 
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8.1.5 環境研究部 LCAグループ 

LCA グループは，ライフサイクルアセスメント

（LCA）に取り組む専属グループとして，2021 年
4 月に新設されました．自動車の環境性能評価が，

走行段階における CO2 排出量評価のみにとどまら

ず，自動車の生産，廃棄・リサイクルまでのライフ

サイクル全体を対象とした研究（次世代車の Well 
to Wheel（WtW）評価，LCA）へと拡張している

ことに対応するため，専属のグループにより，カー

ボンニュートラルなモビリティ社会の構築に寄与

していきます．

これまで JARI では，日本の LCA 黎明期である

1995年頃より業界と共にLCA算定方法論を構築す

るなど，自動車 LCA の調査・研究を綿々と行って

きました．昨今，2050 年までの自動車のライフサ

イクル全体でのカーボンニュートラル化が世界的

に期待されており，JARI の環境・エネルギー分野

の重点実施項目としてカーボンニュートラルなモ

ビリティ社会を目指す「 "Well-to-Wheel Zero 
Emission" への挑戦」を掲げ，自動車のライフサイ

クルにおける環境性能評価手法の確立に注力して

います．また，「持続可能な自動車社会の構築に向

けた政策提言に資するデータや情報を収集・分析す

るシンクタンクとしての役割を担うこと」への期待

に応えるため，中立的な立場で産官学の関係者から

の意向を聴聞することも行います．

LCA グループでは，走行段階における CO2排出

量を精緻に検討するために，これまで実施してきた

自動車の利便性や社会的効用との調和，費用対効果

といった社会的，経済的視点も取り込んだ分析，情

報の提供をクループ内で担当し，以下に示す調査・

研究項目を精力的に進めております． 

自動車の省エネルギーおよびカーボンニュー

トラルへの対応

・ 国内外の自動車関連法政策の動向調査

・ 2050年までの自動車のエネルギー消費量お

よび CO2 排出量の推計

・ カーボンニュートラル燃料の動向調査およ

び環境評価

・ 次世代自動車の LCA

 自動車統計情報データベースの構築（上記の

研究を支えるデータ・情報の整備）

例えば，自動車 CO2 排出量推計に関して，主な

CO2 削減対策として自動車単体対策と交通流の改

善をあげることができます．当グループでは，2050

年をターゲットとする将来自動車技術の進展を含

む長期エネルギー予測モデルを活用した将来自動

車 CO2排出量の評価や，ITS 施策導入による交通流

改善と，交通流改善による CO2 低減効果を評価で

きる国際標準評価手法の構築を進めています．現在，

これらのモデルは WtW での評価ですが，LCA への

拡張を試みています． 

これまで述べてきたように，当グループの研究業

務は多方面にわたっています．一方，研究のレベル

アップには，JARI の各研究部の知見や技術の協力，

さらに自動車業界・官公庁の支援も必要と考えられ

ます．今後とも，自動車の製造やエネルギー供給に

係わる多くの機関と連携をとりながら，研究を進め

ていきます．

図 10 各種シナリオに基づく日本の自動車セクターに 

おける CO2排出量の長期予測 
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8.1.6 環境研究部 環境評価グループ

環境評価グループでは，自動車に関連して発生す

る騒音や排出ガスといった環境への負荷を評価で

きる手法やツールの開発・更新を行っており，これ

らを活用した様々な課題研究への取り組みにより，

一層の環境改善に貢献することを目指しています． 

以下では，環境評価グループの幅広い専門分野か

ら，その取り組みの一部を紹介します． 

1. 道路交通騒音

道路交通騒音のさらなる低減のため，国内外にお

いて，自動車騒音の規制強化や，自動車単体騒音の

試験法改定など，種々の検討が行われています．

JARI では，詳細な車両挙動を考慮した道路交通騒

音シミュレーションによる規制導入効果の予測や，

車外騒音試験法の課題の検討などを行っており（図

11），得られた成果は，国内および国際的な基準制

定議論の際の基礎資料として活用されています．ま

た，道路交通騒音の総合的な対策の観点から，タイ

ヤや路面に着目した騒音低減に関する研究（例：

CPX トレーラを活用した研究）にも取り組んでい

ます．

図11 道路交通騒音の予測例と車外騒音試験の例 

2. 自動車からの排出物質

JARI では，長年にわたり，テールパイプから排

出される自動車排出ガス成分の詳細な分析を実施

してきており，車両や燃料の違いによる排出ガス成

分の違いなどを調査してきました．最近では，排出

ガスの低濃度化に伴い，燃料蒸発ガスやブレーキ・

タイヤ摩耗粉じんといった排出物が相対的に注目

されており，これらの測定法や排出量，排出特性と

いった情報が国内外で強く求められています．

JARI では，最新の試験設備や分析機器を用いて，

これらの排出量調査や測定法の開発をしており（図

12），得られた成果は WP29（自動車基準調和世界

フォーラム）傘下の国際的な技術的会合での議論に

活用されています．さらに，大気観測による環境調

査も実施し，自動車が発生源となる物質が大気環境

に及ぼす影響を包括的に評価しています．

図 12 ブレーキ摩耗粉塵測定用の試験機器 

3. 大気環境

近年の大気環境には改善傾向が見られますが，微

小粒子状物質（PM2.5）や光化学オキシダントなど，

大気環境基準が未達成の物質が依然として残って

います．JARI では，室内実験（光化学スモッグチ

ャンバの活用）や実環境での PM2.5観測，各種大気

汚染物質の排出量推計，大気シミュレーションの開

発・活用などを通じ，大気環境に対する自動車の影

響解明や自動車以外の発生源対策を含む，効果的な

低減対策の検討を行っています．また，最近では，

大気実態の把握のため，ドローンを活用した大気観

測や人工衛星データを活用した大気評価などにも

着手しています． 

図 13 光化学スモッグチャンバを用いた実験と 

大気環境計測用ドローンの外観 
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8.1.7 環境研究部 健康影響グループ 

健康影響グループでは，自動車排出ガスや大気汚

染が係わる健康影響を調べることを目的に，1）実

験動物による健康影響評価（吸入暴露実験），2）培

養細胞による健康影響評価，3）ヒトを対象とした

疫学調査，に取り組んでいます．また，これまで培

ってきた知識と技術を基に，4）今後の自動車に関

連する健康影響の評価への取り組みも始めていま

す． 

1. 実験動物による健康影響評価

自動車排出ガスは，様々な疾患への影響が指摘さ

れているため，実験動物による総合的な評価が不可

欠です．当グループでは世界最大級の自動車排出ガ

ス吸入暴露装置（図14）を保有しており，これまで

に，自動車排出ガスと肺がん，慢性気管支炎，花粉

症，高血圧症，環境ホルモン作用，喘息，次世代へ

の影響，心血管疾患との関連について研究してきま

した．得られた結果は，国内外の学会や学会誌に発

表され，引用されています．

図 14 自動車排出ガス吸入暴露装置 

（左：大型チャンバ，右：中型チャンバ） 

2. 培養細胞による健康影響評価

近年，培養細胞を用いた化学物質の有害性評価が

急速に広まっており，大気汚染物質や自動車排出ガ

スにおいても効率的で適正な評価法が求められて

います．当グループでは，自動車排出ガスの第一標

的である気道上皮細胞を用い，排出ガスを直接細胞

に長時間暴露可能な方法を構築しました．評価指標

としては，遺伝子やタンパク質発現だけでなく，細

胞の機能評価として線毛運動も加え，培養細胞を用

いたリアルな評価法を構築しています．

3. ヒトを対象とした疫学調査

大気には，様々な発生源に由来する汚染物質が含

まれています．現実の大気の健康影響を議論する上

で，ヒトの集団を対象とした疫学調査は不可欠です．

そして、信頼性の高い疫学調査の実施には，適切な

対象者の抽出，適切な曝露評価が必須です．当グル

ープでは，ネット調査を活用して日本全国から対象

者を抽出する疫学調査を実施しています．また，環

境評価グループと連携し，高度な大気シミュレーシ

ョン技術を駆使し，精度の高い個人暴露評価を実施

しています．近年の大気環境疫学では，粒子個数や

汚染物質の酸化能をベースとした曝露評価に注目

が集まっています．当グループでも，これらの新し

い曝露評価法を日本国内の疫学調査に適用するよ

う検討を始めています． 

4. 今後の自動車に関連する健康影響の評価

自動車を取り巻く環境は大きく変化しています．

今後は電動車両の普及により，自動車排出ガスの健

康リスクは減る方向に進むと考えられています．一

方，ブレーキやタイヤからの粉塵については，今後，

健康影響の詳細な調査が必要です．また，車の電動

化に関連した電磁界の健康リスクについても，調査

が必要と考えています（図 15）．さらに，近年，自

動車（製造）に係る様々な特性を持つナノマテリア

ルなどの新素材が開発され，安全性について注目が

集まっています．これらの新たな課題について，当

グループは，自動車排ガスの評価で培った実験動物

の吸入曝露，細胞曝露，疫学調査の知識と技術を応

用して取り組んでいきます．

図 15 自動車が係わる健康リスクの概略図 
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8.1.8 環境研究部 水素・電気安全グループ

 水素・電気安全グループは，城里テストセンター

内の Hy-SEF を活動拠点とし，FCV や BEV など

の次世代自動車を含めた電動モビリティの安全性

に係る研究を主業務として活動しています． 

 得られたデータは主に FCV や BEV の安全基

準・標準の策定，さらには車両火災など事故時の安

全対応マニュアル作成などに活用されています．具

体的な活動内容は以下のとおりです． 

1. 自動車用圧縮水素容器等の安全性評価

自動車用圧縮水素容器の安全性を保持しながら

国際基準調和活動（国連基準:HFCV GTR Phase2）

やコスト削減により普及促進を図るための基準策

定に向けた圧縮水素容器や附属品類の各種の安全

性評価試験を行っています．具体的には，金属材料

の水素適合性試験法確立に向けた研究や局所火炎

暴露試験法の再現性向上に関する研究などを行い，

適正な試験法策定に貢献しています． 

また，大型 FCV の水素充填技術や液化水素技術

開発のための調査を行っています． 

図 16 局所火炎暴露試験の再現性向上に向けた研究の一例  

（数値シミュレーションによる火炎温度と速度ベクトル分布） 

2. 蓄電池の安全性評価

電動車両および車載用リチウムイオン電池の国

際標準や基準試験法の策定・検証に資するため，内

部短絡模擬試験や熱連鎖試験などの各種安全性評

価試験を実施しています．また，次世代電池として

開発が進められている全固体電池の安全性評価技

術開発を行っています． 

図 17 車載用電池パックによる熱連鎖試験 

3. 数値シミュレーションによる安全性評価

次世代自動車の車両火災時の多角的な人体リス

ク評価を行うことを目的に，その第 1 歩として，従

来の標準的な熱傷評価手法では評価できない，FCV

火災時の水素放出などによる瞬時の大熱量に対す

る人体の熱傷評価モデルの開発に取り組んでいま

す．

 また，火炎暴露試験で用いるバーナーの設計や供

試体への温度の予測などを事前に把握するための，

数値シミュレーションモデルの開発や，リチウムイ

オン電池の内部短絡現象把握のためのシミュレー

ションモデルの開発に取り組んでいます．

図 18 内部短絡シミュレーションによる評価結果の一例 

（釘刺しに伴う内部短絡発生時の温度分布） 
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8.1.9 環境研究部 環境実験グループ 

環境実験グループでは，ICE 車及び xEV 車を対

象として，主に環境・エネルギー性能に関する試験

を行っています．試験設備は，二輪自動車，四輪自

動車，重量貨物車に対応した各種シャシダイナモメ 

ータシステムやエンジンダイナモメータシステム

を備え，排出ガス成分および粒子状物質の重量，粒

径分布，粒子個数も測定可能です．さらに，モータ

ダイナモメータシステムでのモータおよびバッテ

リ評価装置やエンジンフリクション測定装置，騒音

測定装置等も備えています．

主な試験項目は，未規制成分の微量有害成分を含

む排出ガス性能試験，燃費・電費試験，モータ・イ

ンバータおよびバッテリ，燃料電池等の性能試験，

充電器評価試験，各種耐久試験，エンジンフリクシ

ョン試験，騒音試験，自動車用燃料の性状分析，車

両評価に係わる実走行試験，JASO ディーゼルエン

ジン油試験の清浄性および動弁系摩耗・燃費試験な

ど幅広い分野の試験を行っています． 特に排出ガ

スおよび大気中の微量有害成分や金属成分分析に

関しては，豊富な経験を持ち多種成分について最適

な手法を用いて，各種クロマトグラフィー等による

分析を行っています．

図 19 環境型小型シャシダイナモメータシステム 

図 20 エンジンダイナモメータを用いた 

ブレーキ粉塵試験 

また，近年リアルワールドの実態把握として車載

型排出ガス分析装置での実路排出ガス調査や自動

車のタイヤおよびブレーキの摩耗粉塵調査，自動車

走行騒音に及ぼす路面の影響を評価する測定装置

（CPX トレーラ）の導入，さらに xEV 車における

モータおよびバッテリ等のパワーユニット試験な

ど新たな分野のニーズに対応すべく日々試験領域

を拡大しており，モータダイナモメータシステムに

おいては，400kW 仕様を昨年度導入し，今年度よ

り本格稼働を開始しています．このシステムには恒

温槽，ATF および LLC 温調装置を備えており，恒

温槽は，-40～150℃の範囲で温調が可能であり様々

な環境条件でのモータ性能評価が可能となってい

ます．

これらの試験を実施するにあたり必要な測定機

器の精度管理や保守を適切に行うことも当グルー

プの重要な役割であり，それにより信頼性の高いデ

ータ提供に貢献しています． 

このように環境実験グループでは，多種多様な試

験要望に対して，精度及び品質の高いデータを提供

できるよう日々新たな測定，分析技術力向上に積極

的に取り組んでおります． 

図 21 400ｋW 大型モータダイナメータシステム 

図 22 タイヤ/路面騒音測定装置（CPX トレーラ） 
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8.1.10 環境研究部 水素・電気安全実験グループ

水素・電気安全実験グループは，城里テストセン

ター内にある燃料電池安全性評価試験棟（Hy-SEF）

を拠点とし，高圧水素や蓄電池の安全性に関する実

験等を担当しています．脱炭素社会の実現に向けた

取り組みとして，高圧水素や蓄電池の安全性に関す

る評価・試験のニーズも拡大しています．そのため，

Hy-SEF では広範な実験対象をカバーし，スピーデ

ィーかつ効果的に対応すべく取り組んでいます．

 高圧水素の安全性に関しては，Hy-SEF に設置さ

れた耐爆火災試験設備，液圧試験設備，圧縮水素試

験設備等を活用し，種々の試験を実施しています． 

 耐爆火災試験設備では，車両火災試験，高圧容器

の火炎暴露試験，水素など可燃性ガス漏洩時の濃度

計測や着火試験等を実施しています． 

 液圧試験設備では，各種容器や高圧部品の液圧耐

久試験や破裂試験，極端温度環境下での液圧サイク

ル試験等を実施しています．

図23 圧縮水素試験設備の蓄圧容器 

図24 電池耐火性試験装置 

圧縮水素試験設備では，高圧水素容器や付属品類，

水素ステーションに使われる部品の性能確認試験

や気密試験，圧縮水素ガスを燃料とした自動車の燃 

料装置試験等を実施しています．本設備では，大流

量（最大流量：3,600g/min）の水素ガスを使用した

試験が可能になっています． 

一方，蓄電池の安全性に関する分野では，主にリ

チウムイオン電池に関して，熱衝撃試験，過充電・

過放電試験，類焼試験，貫通・圧壊試験，耐火性試

験等を実施しています．

図25 耐爆火災試験設備 

図26 液圧試験ピット 



日本自動車研究所 2020 年度 年報 70 

8.2 安全研究部

交通事故の発生要因は，「人」，「道」，「車」の 3

要素で説明できると言われています．安全研究部で

は，安全な道路交通社会を目指して，「車」を中心

としながら，「車」と「人」や「車」と「道」との

接点も含めた，自動車の安全研究・安全評価事業を

担当しています． 

2020 年の交通死者数（24 時間）は前年比 11.7%

減の 2,839 人と警察庁が統計を開始した 1948 年以

来最少となりました．“第二次交通戦争”と呼ばれ

た 1980 年代末～1990 年代中期において年間 1 万
人を超えていた交通事故死者数は，「人」，「道」，「車」

に関する様々な対策の効果によって，確実に減少し

てきています．中でも，「車」に関する対策として，

自動車の安全装備の充実は，交通事故死者数の削減

に大きく貢献していると考えられます．具体的には，

前面衝突用エアバッグ，側面衝突用エアバッグ，衝

突安全ボディ，歩行者保護対応ボディ，カーテンエ

アバッグなどの衝突安全装備をはじめとして，ABS，

スタビリティコントロール，ブレーキアシストなど

の予防安全装備や衝突被害軽減ブレーキ，車線逸脱

抑制などの先進運転支援システムの近年の急速な

普及による効果が大きく表れてきていると思われ

ます．

順調に死者数が減少しているものの，内閣府の

「交通事故の被害・損失の経済分析に関する調査

（2017 年 3 月）」によると，交通事故による経済的

損失は 14 兆 7,600 億円と試算されており，依然と

して交通事故による被害は甚大であると言えます．

こうした状況を踏まえて作成された第 11 次交通安

全基本計画と，それを受けて取りまとめられた「交

通政策審議会陸上交通分科会自動車部会報告書

（2021 年 6 月）」において，死者数の新たな削減目

標に加え，新たな指標として重傷者数の削減目標が

設定されました． 

〔第 11 次交通安全基本計画 2025 年目標〕 

・世界一安全な道路交通の実現を目指し，24 時間

死者数を 2,000 人（30 日以内死者数 2,400 人）

以下とする

・重傷者数を 22,000 人以下にする

〔交通政策審議会 2030 年目標〕 

・2020 年比で，30 日以内死者数を 1,200 人削減お

よび重傷者数を 11,000 人削減する

我々安全研究部では，安全研究・安全評価事業を

一層推進することで，上記削減目標の達成に貢献し

たいと考えています． 

安全研究において最も重要なことは，交通事故の

実態を正確に把握することであり，交通事故統計を

用いた各種分析はもちろん，実際の事故を実車で再

現する衝突実験，コンピューター上で再現する実験

など，事故時の状況を徹底的に深掘りします．特に

乗員や歩行者をコンピューター上で表現した人体

モデルを使った安全研究は得意なところであり，安

全性評価法および評価ツールの開発において多く

の実績を残しています．この他に社会問題化してい

る高齢ドライバーによる事故の要因やバスの運行

安全，事故自動通報に関する研究にも精力的に取り

組んでいます．

安全評価事業においては，安全研究を通じて得ら

れた知見を活かし，自動車アセスメント事業におけ

る，フルラップ前面衝突試験，オフセット前面衝突

試験，側面衝突試験，衝突後の感電保護性能，後面

衝突時の頚部保護性能，歩行者頭部保護性能，歩行

者脚部保護性能，チャイルドシート安全性能の各試

験を担当しています． 

 今後は従来の安全研究をさらに深化させるとと

もに，自動運転や電動化などの技術動向，超小型モ

ビリティや電動キックボードなどの出現によるモ

ビリティの多様化なども考慮した，新たな安全研究

にも取り組む所存です． 

（部長：鷹取 収） 
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8.2.1 安全研究部 車両安全グループ 

車両安全グループでは，交通事故における死傷者

数のさらなる低減を目指し，以下の分野に関する各

種調査・研究に取り組んでいます． 

・事故分析による事故発生要因分析および傷害発

生メカニズム分析に係る分野

・自動車の衝突安全性能に係る試験法・ダミー／

インパクタの開発・評価に係る分野

・車両安全対策の効果評価・予測や国際標準化活

動に係る分野

1．傷害予測に関する研究

2018 年より，事故自動通報に傷害予測機能を付

加した，先進事故自動通報システム（AACN）の本

格運用が開始され，交通事故発生後の早期治療によ

る救命率の向上が期待されています．こうした中，

JARI では，現行 AACN では対象としていない歩行

者の傷害予測に着目し，深層学習手法を用いた AI

を活用することで，衝突画像から歩行者の頭部傷害

を予測する手法の開発に取り組んでいます． 

図 27 歩行者衝突画像を用いた傷害予測手法の開発 

 また，先進運転支援システムや自動運転システム

の安全性や被害低減効果を定量的に評価する手法

の確立を目指し，衝突直前の車両の挙動から衝突後

に発生する傷害までの関係を繋いだ傷害予測モデ

ルを機械学習手法により構築することに取り組ん

でいます．

図 28 機械学習手法を用いた乗員傷害予測モデルの構築 

2．傷害発生メカニズムの解析 

 人体の衝撃特性を忠実に再現した人体モデルを

活用し，自動車の乗員や歩行者の傷害発生メカニズ

ムに関する解析を行っています．最近では，死亡事

故の発生時に損傷主部位となる割合の高い頭部に

関する人体頭部モデルを用いて，頭部傷害発生メカ

ニズムの解明や適切な傷害リスク評価指標の選定

に関する研究活動などに取り組んでいます．

3. 試験・評価法に関する研究

自動車の乗員や歩行者の保護性能を評価するた

めに役立つ国際的な試験・評価法の策定に関する研

究を，日々，国内外の関連機関と連携して実施して

います．また，それらの評価試験において使用され

る人体特性を忠実に再現したダミー／インパクタ

の開発・評価に関する研究についても取り組み，そ

の成果は，自動車の衝突安全に係る基準や ISO 規

格の策定などに役立てられています． 

図29 前面衝突用人体ダミーに対する衝撃試験 

4．車両安全対策のためのデータ分析 

交通事故の防止や，衝突時の死傷者数の削減には，

運転支援技術や被害軽減技術などの車両安全対策

が重要となります．効果的な車両安全対策を講じる

ためには，現状の交通事故の分析や，車両安全対策

による効果の予測，そしてすでに実施された対策の

評価・検証が必要です．JARI では，より安全な交

通社会の実現に向けて，交通事故に関する各種デー

タを用いて多様な分析に取り組み，その成果は，今

後の車両安全対策の検討に役立てられています．
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8.2.2 安全研究部 安全評価グループ 

安全評価グループは，自動車アセスメント事業な

どに代表される衝突安全性能評価試験を中心とし

て，交通事故の詳細解析を目的とした実車衝突試験

や自動車各部の単体部品に対する衝撃試験など，自

動車の安全分野に関わる各種試験を担当していま

す．また，自動車以外の分野も含めた部材の衝撃吸

収特性や材料特性を取得する試験なども行ってい

ます． 

1. 実車衝突試験

実車による衝突試験は，自動車の安全性能を総合

的に評価するために必要不可欠な手法であり，一度

に様々なデータを取得できる利点から，交通事故の

詳細解析にも有効な手段とされています．試験の意

図に応じた様々な機材を用意し，試験車両をコンク

リート壁や自動車前面の特性を模擬したデフォー

マブルバリアに衝突させる前面衝突試験をはじめ

として，自動車の代わりに走行台車を衝突させる側

面衝突試験や後面衝突試験等に加え，自動車同士あ

るいは自動車と二輪車や自転車および歩行者など

との交通事故を模擬する衝突試験も行っています．

このほか，トラックやバス等の大型車を用いた衝突

試験，ガードレール電柱などの道路構造物に対する

衝突試験も実施可能です．

2. 各種衝撃試験

自動車の単体部品に対する衝撃試験の一つであ

る台車衝撃試験は，圧縮空気の力で打ち出す台車上

に評価対象の部品等を固定し，台車とともに衝撃を

与えた際の耐衝撃強度や安全性能を評価する試験

で，追突時のシートの鞭打ち低減性能評価やチャイ

ルドシートの保護性能評価などのほか，EV 用バッ

テリー取付強度評価や自動車内への後付け部品の

取付強度評価などにも活用されています．また，実

際の車両を使用した衝撃試験の一つとして，人体の

一部を模擬したインパクタを静止した自動車前部

に射出・衝突させる歩行者（頭部・脚部）保護性能

評価も行っています．さらには，各種部材の衝撃吸

収特性等の取得を目的とした試験として，試験対象

部材に重錘を自由落下させる落錘試験機を使用し

た試験を行っています．

3. 機器管理・校正，プログラム開発

各種試験を高精度で実施するためには，加速度計，

ロードセル，変位計などのセンサ類や衝突試験用ダ

ミーを定常的に維持管理し，万全のコンディション

で試験に使用できるようにすることも，安全評価グ

ループの重要な業務です．また，各国の安全基準や

自動車アセスメントにおける試験の多様化・細分化

に対応するために，車両安全グループと連携し，各

種試験におけるデータ計測に関する対応やデータ

処理に関連するソフトウェアの開発等も行ってい

ます．

図 30 デフォーマブルバリアへの前面衝突試験 

図 31 シートの鞭打ち低減性能評価試験 

図 32 人体脚部を模擬した脚部インパクタによる歩行者

脚部保護性能評価試験 
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8.3 自動走行研究部 

自動走行研究部は，自動走行システムや運転支

援装置の安全性評価，ならびに，ロボット等移動

体の安全性評価を研究領域として，今年度から新

たに発足した組織です． 

近年，交通事故における被害軽減，あるいは，

事故回避の方策として，従来の衝突安全研究に加

え，AEBS（Autonomous Emergency Braking 

System：衝突被害軽減制動制御装置）に代表され

る様々な運転支援装置が開発され，機能の追加・

向上がなされてきました．これらの先進安全技術

の性能評価は自動車アセスメント事業として 2014

年度より開始され，これまでに，対車両および対

歩行者（夜間を含む）の AEBS，車線逸脱抑制装

置，ペダル踏み間違い時加速抑制装置，等の評価

試験が実施されてきました．さらに，2022 年度か

らは対自転車 AEBS の評価が計画されており，本

格実施に向けた準備が進められています．加えて，

今後想定される，様々な装置が運転に介入した場

合のドライバの反応についても研究しています． 

また，最近では，交通事故の削減を始めとする

様々な社会課題の解決のため，自動運転技術に大

きな期待が寄せられており，国内外で産官学の連

携による，様々な取り組みが急速に進展していま

す． 

自動運転技術に関わる分野の研究として，自動

走行研究部では，交通実態に基づき，自動運転車

が走行中に生じる交通外乱（他車からの割込み，

歩行者飛び出し，など）の安全性の評価方法の検

討を行っています．また，自動走行システムが性

能限界を超えた走行環境になった場合やシステム

に失陥が生じた場合のドライバへの運転交代につ

いて，ドライバの覚醒度の検知方法や，覚醒度や

走行場面に応じた交代方法，システム状態をドラ

イバに伝える HMI など，運転交代を円滑に行う研

究等も行っています．

これらの自動運転に関する研究には，従来のドラ

イビング・シミュレータに加え，JARI が開発し，

よ り 現 実 の 運 転 感 覚 に 近 い JARI-ARV

（Augmented Reality Vehicle：拡張現実実験車）

が活用されています．さらに，2017 年度から，自

動運転技術の開発・評価に活用可能な自動運転評

価拠点「Jtown」の運用を開始し，発進・停止，道

路形状に沿った走行，信号判断等の自動運転車の

基本的な走行性能の確認の他に，通信利用による

安全性の高度化，悪天候下（逆光，大雨，霧など）

での周辺認識性能の確認も行えるようになりまし

た．

ソフト面でも，運転支援装置や自動運転車が普及

した際の事故低減効果の予測が可能なシミュレーシ

ョンソフトの開発も行っています． 

ロボット等移動体については，ドローンの安全性

評価や配送ロボットのリスクアセスメントに関する

研究を行っています．また，「ロボット安全試験セン

ター」にて，走行試験，EMC（電磁両立性）試験，

対人安全性試験，強度試験など開発に必要な一連の

試験が実施可能です．

自動走行研究部では，これらの施設・設備・ツー

ルの他に，タイヤ試験装置を用いた転がり抵抗試験

や，テストコースでの制動試験など，自動車に関す

る基本的な性能に関する各種試験も行っており，自

動車やロボット等移動体の予防安全・自動運転に関

する様々な試験・研究のご依頼に対応しております． 

（部長：山崎 邦夫）
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8.3.1 自動走行研究部 自動走行評価研究グループ，自動走行標準化グループ 

 現在，環境・エネルギー問題や交通事故死者数低

減の観点から，世界的な規模で自動運転の技術開発

が活発に進められています．自動走行評価研究グル

ープおよび自動走行標準化グループでは，自動運転

に関する基盤研究から安全性の評価方法検討さら

には国際標準化活動に至るまで，グループ間での相

互協力のもと，自動運転システムの社会実装に向け

た課題解決のための研究に取り組んでいます． 

1．自動運転車の安全性評価プロセスの開発

自動運転車両の普及のためには，自動運転システ

ム搭載車両が公道を走行する際に求められる安全

に対する規範を示すことが必要です．あわせて示さ

れた規範を自動運転システムが適切に具備してい

るのかを評価する手法の構築が急務です．このよう

な背景を踏まえ，自動走行評価研究・自動走行標準

化の両グループでは，高速道路に加えて，一般道路

を走行する自動運転車両を対象として，自動運転シ

ステムの安全性評価プロセスの構築に向けた研

究・開発を行っています．具体的には，日本の交通

環境に則した安全性評価のシナリオを作成するた

め，国内の走行データ収集を行い，周辺車両の軌跡

データを抽出します．これらの軌跡データから，自

車に他車が「割込む」シーンを 1 つの事例とし，距

離・速度などのパラメータの分布などから安全性評

価の条件を抽出することによりテストシナリオを

作成します．このテストシナリオの作成プロセスを

他の交通シーンに応用することにより，さまざまな

シーンに対応する安全性評価の基盤を構築します． 

計測車両

定点観測

物標
認識

（点群データ）

映像
LiDAR点群
GPS など

映像

物標
認識

（映像データ）

軌跡情報
抽出

軌跡情報
抽出

シナリオデータ
抽出

シナリオ分析
（統計分析など） シナリオDB

安全性判断基準
クライテリア

諸外国の調査
（連携・協調）

計測車両

定点観測

物標認識
(点群データ)

物標認識
(映像データ)

軌跡情報
抽出

軌跡情報
抽出

シナリオ
データ抽出

シナリオ分析
(統計分析など) シナリオ

DB

図33 安全性評価手法案のプロセスイメージ 

（経済産業省からの委託事業にて研究・開発） 

欧米各国においても，多くの安全性評価の研究プロ

ジェクトが実施されています．今後の安全性評価手

法の標準化活動において，日本が国際的な議論をリ

ードするためには，国際的な協調や連携が重要です．

その一環として，海外の自動運転車両の技術動向に

関する調査も実施しています． 

2．自動運転車の判断性能評価に関する調査・研究 

 自動運転車の性能を評価する標準的な試験法を

研究するために金沢大学との共同研究を進めてい

ます．この共同研究では，公道走行で得られた課題

から自動運転車の柔軟な対応が求められるシーン

を選定し，自動運転テスト車と Jtownを活用して高

度な状況判断性能の評価法を研究しています． 

 公道走行時に求められる基本的な課題が連続す

るシーン（駐車車両回避と急カーブ走行）を取り上

げ，エキスパートドライバと一般ドライバの運転行

動を比較しました．このときのドライバの判断特性

を解釈するために，リスクポテンシャルフィールド

を定義した結果，自動運転車の判断性能を評価する

尺度に有用であることを確認しました． 

駐車車両

左側道路境界
右側道路境界

右カーブ

エキスパートドライバ

一般ドライバ

エキスパート・一般ともになるべく
リスクの低い地点を通過しようと
している

リスク(高)

リスク(低)

図 34 基本課題が連続するシーンのリスクポテンシャル 

フィールドとドライバ走行経路の関係

3．自動運転・高度運転支援に関するヒューマンフ

ァクタ研究 

 自動運転であっても，機械があらゆる走行場面に

対応できるとは限らないことから，場合によっては

ドライバには運転を自動から手動に交代する必要

が生じます（Request to Intervene)．我々は，運

転交代時の安全性確保に向けて，自動運転中のドラ

イバの状況認識や適切な運転交代を促すためのヒ

ューマンインタフェース等の研究を進めています． 

 また，緑内障により視野が狭くなる等の症状を持

つドライバの高度運転支援による安全性への影響

や運転態度の特徴に応じた効果的な高度運転支援

の提供方法に関する研究も推進しています． 
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8.3.2 自動走行研究部 運転支援研究グループ

 警察庁の交通事故統計によると，2020 年中の交

通事故による死者数は，1948 年に統計が開始され

て以来最少でした．しかし，依然として三千人弱の

尊い命が失われていることから，引き続き交通事故

削減の取り組みは重要であり，予防安全研究の進展

が期待されています． 

運転支援研究グループでは，特に“ヒト”と“ク

ルマ”の観点から安全性を研究しています．事故防

止対策や適切な運転支援システムのあり方につい

て，実車実験には城里テストセンター／Jtown など

の試験路を利用し，また実車での実験が難しい交通

場面の再現には全方位視野ドライビングシミュレ 

ータ（DS）を活用するなどのアプローチをしてい

ます．

1．運転支援システムの評価

被害軽減ブレーキ（AEBS）などの運転支援シス

テムは，装備車種が拡充し，いよいよ新車への

AEBS 装備が義務化されます．AEBS をはじめとす

る種々の運転支援が普及することによる交通事故

低減効果を予測する研究成果は，普及促進のための

資料として活用されています．また，国土交通省が

推進する予防安全アセスメントの試験・評価法の策

定に資する調査研究の成果は，より安全性が高い運

転支援システムの普及にも貢献しています．

図 35 右左折先歩行者への AEBS 性能調査 

図 36 直前割込や右直対向への AEBS 性能調査 

2．運転支援／自動運転と運転者特性 

 運転支援システムや実用化されつつある自動運

転による事故低減は，運転者が適切に使用すること

を前提としているため，システムが誤用されにくい

仕様になっている必要があります．検討の基礎資料

として，緊急事態が発生したときの運転者の回避能

力や，自動運転乗員の行動などのデータを，主に

DS を用いて実験的に調査しています． 

3．HMI（ヒューマンマシンインターフェース） 

ナビゲーションシステムなどの情報提供機器が

標準的に装備されるようになり，またメータパネル

内にも様々な情報が呈示されるようになりました．

当グループでは，車室内の情報機器や運転支援シス

テムによって提供される情報の伝達方法など，HMI

に関する研究も行ってきました．

 例えば，バックカメラなどによる車両後方視界の

情報提供などの効果を検討し，その成果は，国際基

準調和や ISO などの規格化の検討にも活用されて

います．これから自動運転車両が普及することに関

しては，自動運転中であること，また車両の動きを

周辺の交通参加者と共有することの必要性などに

ついても研究を進めています． 

4．交通安全教育 

運転支援システムや自動運転では対応できない

ケースもまだまだ多く，交通安全教育によるヒトの

対策も重要だと考えています．JARI では，安全態

度が固定していない子どもを対象にした交通安全

教育の方法を検討しています．また，子どもを中心

に地域の安全意識を向上させることを目指し，学校

を核としたボランティア活動に関する調査研究を

行っています．

図 37 地域のボランティアによる交通安全教室 
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8.3.3 自動走行研究部 自動走行MBDグループ 

 自動走行車両を市場に導入するためには，自動走

行車両が安全であることを証明することが求めら

れており，そのためには 100 億 km の走行距離が必

要と指摘されています．しかしながら，実現象にお

いて，100 億 km もの走行は実現的ではなく，シミ 

ュレーションを用いたバーチャルでの検討が必要

とも言われています．自動走行MBDグループでは，

自動走行車両をバーチャルで検討することが実現

できように自動走行車両のモデル化の検討を開始

しました． 

1. バーチャルモデルの調査

車両運動に関するバーチャルモデルは，これまで

のように自動車の操縦安定性を確認するためのモ

デルや，ゲームを対象としたモデルなど様々な代表

的なモデルが存在しています．自動車の操縦安定性

を確認するためのモデルはこれまで培った技術が

あるため，自動車の挙動が良く再現されていますが，

一方で，自動走行に必要な周辺環境（建物やガード

レール，街路樹，日射など）のモデル化は劣ってい

ました．ゲームを対象としたモデルはビジュアルを

意識しているため，周辺環境が精工に再現されてい

ますが，車両挙動の精度が劣っているという状況で

した．しかしながら，近年では両者の特徴を取り入

れ，操縦安定性を確認するモデルでもゲームのよう

に周辺環境が良く表現できるバーチャルモデルが

構築されており，特に自動走行車両に用いられてい

るカメラの特性を検証することができるレベルの

モデルも構築されています．また，ユーザーインタ

ーフェースが不十分ですが，アクセスフリーのバー

チャルモデルも存在しています．これらのモデルは

道路構造や周辺の歩行者，自動車など，規格になり

つつあるシナリオを読み込むことができ，互換性が

高く，これまでは衝突事故に至っていたようなシナ

リオを再現できています．そのため，これまでは事

故に至っていたシナリオが自動走行車であれば，衝

突を回避できるかどうかの研究がバーチャルモデ

ルの中でできる段階になってきていると考えられ

ます．今後はこれらバーチャルモデルにおいて，自

動走行車の事故回避性能などの研究に着手する予

定です．

2．バーチャルモデル用車両データ計測 

 バーチャルモデルにおいて，道路や周辺の歩行者，

自動車などはソフト上で状況を組み込むことがで

きますが，自車（自動走行車）は車両の特性（ブレ

ーキ性能，サスペンション性能，センサー性能など）

を入力しなければ，自動走行車の挙動を正確に表現

することができません．自動走行車をバーチャルモ

デルで正確に表現するためには，実車両を計測し，

計測データによるモデル化が必要となります．その

ため，モデル化に必要なパラメータを調査し，その

パラメータが計測できる計測機器の選定を開始し

ました．市販車のエンジン特性やブレーキ特性，サ

スペンション特性などを計測する計測機器は古く

から存在しており，これら計測機器もモデルに組み

込むことを意識した出力項目が用意されています．

古くから自動車に用いられている部品の計測につ

いては計測機器が存在しているため，比較的容易に

できそうですが，自動走行用，運転支援用のセンサ

ーは近年導入されたものであり，性能を把握するた

めの実験機器も確立されていません．また，今後，

センサーの性能も向上も考えられ，今までにないセ

ンサーが採用されることも想定されるため，このセ

ンサーの性能を把握するため計測機器や計測方法

を確立するためには試行錯誤が必要であると考え

られます．

3．被害低減方法の検討 

 自動走行車であっても，現状のブレーキシステム

を用いているため，”車は急に止まれない”は変わ

ることのない事実であり，自動走行車であっても，

事故が起きる可能性はあります．そのため，自動走

行車にも被害低減方策を講じることが求められて

います．これまでの衝突安全研究で培った知見を活

用し，自動走行車が事故に遭った場合に対してもバ

ーチャルモデルで被害を予測するための検討を開

始しました．具体的には有限要素法モデルを用い，

通常のドライバーによる事故に対し，どの程度，衝

突速度が低減し，人体に及ぼす被害が低減できるの

かを検討しています． 
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8.3.4 自動走行研究部 自動走行調査グループ

 自動車社会において，交通事故の削減，渋滞の緩

和や環境負荷の低減等が強く求められる中，既存の

取り組みだけでは抜本的な解決が困難と予想され

るため，新たな取り組みである自動走行への期待が

非常に高くなってきています．この自動走行の普及

に向け，自動走行調査グループでは，安全性評価技

術の開発，交通事故低減効果シミュレーションの開

発，また，一般車両の行動分析などに取り組んでい

ます． 

1. 自動走行の安全性評価技術の開発

安全性評価に必要な交通外乱シナリオ（他車のカ

ットインなど）を作成するために，計測車両，およ

び，定点観測による実交通環境データ収集およびデ

ータ分析，また，その評価シナリオを管理するため

のシナリオ DB の開発と運用体制の構築に取り組

んでいます． 

(1) 計測車両による交通環境データ収集

LiDAR やカメラなど計測機器を搭載した計測車

両により，主に高速道路の交通環境データの収集お

よびデータ分析を行ってきました．収集された点群

のデータから，計測車と周辺車の軌跡情報を抽出し

ています．また，抽出した軌跡情報より必要なシナ

リオを抜き出す自動抽出アルゴリズムの開発も行

っています．精度の高い評価シナリオを作成するた

めには，より多くのデータによる詳細なパラメータ

解析が必要となり，取得データの精度の向上と一般

道に向けたデータ収集の拡充を図っていきます．

図 38 計測車両によるデータ収集 

(2) 定点観測による実交通環境データ収集

撮影許可を得たビルの屋上等に定点観測カメラ

を設置して，高速道路の交通環境データの収集およ

びデータ分析を行ってきました．定点観測は，周囲 

のドライバに特別な意識をさせずに自然な交通流

データを効率良く収集できます． 

図 39 定点観測によるデータ収集 

(3) シナリオ DB の開発と運用体制の構築

交通外乱シナリオ毎にパラメータ解析を行って

導出した評価シナリオを蓄積・管理する仕組みとし

て，シナリオ DB の開発と運用体制の構築に取り組

んでいます．ニーズを把握して機能・運用の改善を

図っていきます． 

2. 交通事故低減効果シミュレーションの開発

自動走行の円滑な導入のためには，社会的受容性

の醸成が必要であり，自動走行システムが進化・普

及するそれぞれの段階での事故低減効果を推計す

るシミュレーション技術の開発に取り組んでいま

す．本シミュレーションは，ドライバなど交通参加

者が各々に，知覚・認知，判断，操作を行うマルチ

エージェント型で，また，個々のドライバの運転特

性や脇見などのエラーなどの事故要因をモデルに

織り込むことにより現実の交通流や事故発生状況

を再現することができます．また，自動走行システ

ムの周辺認識センサの数・性能，また，制御仕様な

どをパラメータで簡易に設定することも可能です．

今後も，政府の施策判断の根拠や民間の製品開発に

役立つように機能拡張を図っていきます．

3. 一般車両の行動分析

自動走行の普及にあたっては，自動走行車両が一

般車両と安全かつスムーズに混在できることが重

要であり，一般車両の動きの把握が必須となります．

そのため，定点観測等による交通実勢調査に基づい

た，一般車両の行動分析に取り組んでいます．自動

運転の一般道への適用を想定し，右左折等の代表的

なシーンから分析を進めています． 
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8.3.5 自動走行研究部  予防安全評価グループ 

 予防安全評価グループは，自動車の予防安全性

能を評価するための様々な試験を担当しています．

主として自動車アセスメントの衝突被害軽減制動

制御装置（AEBS）［対車両および対歩行者昼間，

夜間］，ペダル踏み間違い時加速抑制装置の試験実

施をしています． 

 その他，開発試験や認定試験についての業務も

行っており要望に応じた試験が実施可能です． 

1. AEBS［対車両,対歩行者］試験

ターゲットを走路上に設置または所定の速度で

牽引し，車両や歩行者に対しての AEBS 性能を試

験します．試験車両には運転操作ロボットと位置

計測装置を搭載することにより効率良く高精度な

試験が実施可能となっています． 

図 40 車両（CCRm）ターゲット装置 

図 41 対歩行者 AEBS(夜間街灯あり)シナリオの一例 

2. ペダル踏み間違い時加速抑制装置試験

ペダルの踏み間違い動作について運転操作ロボ

ットを使うことにより再現性の良い試験が実現可

能です．自動車アセスメント試験をはじめ，開発

試験や認定試験などを実施しています． 

図 42 運転操作ロボット 

3. AEBS［対自転車］試験

自律走行型ターゲット移動装置に自転車ターゲ

ットを搭載し，自転車に対しての AEBS 性能を試

験します．試験車両およびターゲット移動装置に

高精度な GPS 式測位装置を搭載することにより，

衝突予定位置やタイミングを自由に設定すること

が可能です． 

主に開発試験や調査研究試験に活用しています． 

図 43 自律走行型 自転車ターゲット装置 
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8.3.6 自動走行研究部自動走行評価第一グループ  

 自動走行評価第一グループは，自動運転評価拠

点：Jtown のコース貸出，Jtown を使用した各委託

試験，ドライビングシミュレータの管理を担当して

います．以下に，当グループで行っている業務内容

をご紹介します． 

1. Jtown コースの貸出

Jtown は，特異環境試験場・V2X 市街地・多目

的市街地の 3 つのエリアで構成され，それぞれ 1 日

単位での貸出を行っています． 

 特異環境試験場では，主に 200ｍ 3 車線の建屋内

で降雨：30，50，80mm/h，霧：視程 20～80ｍ，

照明装置を利用した逆光の試験が実施可能となっ

ています．また，建屋内の天井照明の調光が 0Lx，

200～1,600Lx に調整可能なため，建屋の両側にあ

るシャッターを閉じれば，昼間の時間帯でも夜間試

験が可能となっており，一定の条件下でセンサーの

評価を行うのに，非常に適した設備となっています． 

図 44 特異環境試験場 降雨 

 V2X 市街地では，760MHz 帯メディアを利用し

たインフラ協調型安全運転支援システム：DSSS，

光ビーコンを利用したグリーンウェーブ走行支援

システムが導入されており，交差点が 4 か所連続す

るコースなっています．また，直線が 450ｍ取れる

ため，最近は先進運転支援システム：ADAS の試験

等も多く使われています．

 多目的市街地は，100ｍ×100ｍの広場があり，

そこで多種多様な試験を実施することが可能なコ

ースとなっています． 

 市街地は利用目的に応じて，V2X 市街地か多目的

市街地を案内しています． 

なお，各エリア毎に，控室，整備棟，車庫も利用

可能で，機材や車両の保管も出来ますので，連続し

た日程での利用にも便利となっています． 

 Jtown の設備の動画については，JARI のホーム

ページに動画をアップしていますので，参照してく

ださい． 

http://www.jari.or.jp/tabid/142/Default.aspx 

2. Jtown コースを利用した委託試験

Jtown コースを利用した委託試験も対応してい

ます．最近では自動運転車レベル 3 取得のための評

価試験が行われるようになってきました．特に，特

異環境試験場を利用した自動運転車に搭載されて

いるセンサーの悪環境時の確認，そしてフリーボー

ドを使った歩行者や障害物の検知など，自動運転車

の安全性の確認試験が実施可能となっています． 

 また，V2X 市街地・多目的市街地では，コースの

特徴を生かした事故再現試験も実施可能です．車両

に GPS を利用した機材を取り付け，走行データを

記録するとともに，映像データも同期させて取得す

ることも可能です． 

 車両ダミーや歩行者ダミーを搭載できるフリー

ボードも 2 台保有しており，JARI 職員が操作の対

応をしますので，各試験シナリオに応じて，ご使用

可能です． 

 近年，市街地では，ADAS 試験が増えてきており，

EuroNCAP の試験法に対応した夜間照明機材もご

用意しましたので，是非，ご利用ください． 

図 45 EuroNCAP に対応した夜間照明 

3. ドライビングシミュレータの管理

ドライビングシミュレータの管理も担当してい

ます．年間の稼働率が高い設備であるため，安定し

た運用を心掛けています．
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8.3.7 自動走行研究部 自動走行評価第二グループ  

自動走行評価第二グループは，自動走行に係る車

両性能試験に関する分野を担当し,主に自動車操縦

安定性，タイヤ特性および予防安全評価の試験を実

施しています．以下に，当グループで行っている

様々な試験をご紹介します． 

1. 自動車操縦安定性試験

自動車操縦安定性の分野では，自動車の基本性能

である「走る」，「曲がる｣，｢止まる｣といった車両

運動に関連した試験を実施し，車両の挙動を精度よ

く測定することで今後の車両運動シミュレーショ

ンに大きく貢献いたします．

また，制動試験では一般ユーザーが海外から輸入

した並行輸入車両やオートバイを改造変更したサ

イドカーやトライク（三輪車），四輪車などの改造

変更車両，最近では電動小型モビリティや電動バイ

クなどにおいて自動車の登録に必要な TRIAS の制

動試験が実施可能です．

2. タイヤ特性試験

自動車が走行する上で必ず必要となるタイヤに

ついても以下のような試験を実施しています。 

二輪車用からトラック・バス用まで各種タイヤの

タイヤの転がり抵抗試験や，タイヤの接地面形状が

実路に近いフラットベルト試験機でのタイヤ性能

試験が実施可能です。

直径 3ｍのドラム試験機では外面を利用した騒音

試験や内面を利用した乾燥状態のタイヤ性能試験，

また散水をすることでハイドロプレーニング試験

等の湿潤状態でのタイヤ性能試験を実施すること

ができます． 

8t トラックを改造して製作されたタイヤ路上試

験車（図 46）は散水装置を積載しており乾燥状態

の路面を湿潤路面にするなど実路でのタイヤ特性

試験が可能で，STC 第二総合路でのウェットグリ

ップ性能の測定や ASTM 標準タイヤを使用した各

テストコースの路面摩擦係数の測定も実施可能で

す．

3. 予防安全の評価

予防安全を評価する試験の一つに車線逸脱抑制

装置等を使用した予防安全性能アセスメントの試

験（図 47）があります．この試験では，STC のテ

ストコース（低μ路）を使用し車線逸脱抑制機能等

の評価を行います．試験条件をクリヤーするために

は高い運転操作技術を必要としますが，自動走行評

価第二グループの経験豊富なテストドライバーが

試験を実施しています．

また，つくばでは試験車両後方に精度よくセット

した対象物をバックモニターの映像を確認して評

価する後方視界情報提供装置性能試験と，つくばの

テストコースを走行して行う座席ベルト非着用時

警報装置性能試験（PSBR）の評価試験を実施して

います．

4. 試験機器の精度管理

自動走行評価第二グループでは，自動走行研究部

で実施する各種試験に必要なセンサ類などの測定

機器約 140 点の所内校正を毎年実施し，測定機器の

精度維持管理を行い信頼できる試験結果を得るた

め日々努めています。 

図 46 タイヤ路上試験車 

図 47 車線逸脱抑制装置等性能試験 



日本自動車研究所 2020 年度 年報 81 

8.3.8 自動走行研究部 ロボット評価グループ 

ロボット評価グループは，生活支援ロボット・ロ

ボット介護機器の基礎研究や試験法開発で得られ

たノウハウを活かし，ロボット開発の各フェーズに

応じた評価試験やコンサルティング業務をおこな 

っています．また，ロボット以外の民生品や業務用

製品に関する機械試験，電磁両立性（EMC）試験

および電気安全試験も積極的に受け入れるなど，受

託拡大を試みている状況です．特に，コロナ禍によ

り試験の立会が困難な場合の対応策として，試験依

頼者様と当試験所をビデオ通話ツールでつなぎ，遠

隔での立会を可能としたリモート試験サービスを

開始しました． 

1．ロボット安全試験センター

2018 年 11 月，ロボット安全試験センター（図

48）の本格稼働に伴い，生活支援ロボット等の安全

性評価に関する受託試験を開始しました．同センタ

ーでは，ISO 13482（生活支援ロボットの安全要求）

の妥当性確認に必要な各種試験を実施することが

できます（表 1）． 

図 48 ロボット安全試験センター 

表 1 ロボット安全試験センターでの試験一覧 

2．ロボット開発の支援 

ロボット評価グループは，生活支援ロボット・介

護ロボットの開発を企画段階から規格適合・認証取

得までを支援しています．具体的には，ISO 13482 

等の要求事項の解説，リスクアセスメントの実践方

法，機能安全の考え方や技術導入および適合性の証

明レポート作成までの各フェーズを支援します（図

49）． 

図 49 ロボット開発の支援 

3．国プロ事業 

 昨年度からドローンの安全性評価に関する事業

を受託し，ドローン運用時のリスクの低減を目的に，

衝突回避のための予防安全評価に関する調査，さら

に，衝突事故を想定した実験（図 50）をおこない，

部品の飛散状況等を評価する試験法の開発に取り

組んでいます．また，ロボット介護機器の実用化促

進のための安全性評価手法を研究し，その成果の公

表や標準化に取り組んでいます． 

図 50 ドローン実験（固定壁衝突）の一例 

※この成果は，国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構（NEDO）の委託業務（JPNP17004）の結果より得

られたものです． 
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8.4 新モビリティ研究部 

 新モビリティ研究部は，旧 ITS 研究部で取り組ん

できた ITS や自動運転実用化に係る研究や標準化

活動の支援、機能安全関連事業に加えて、JARI 

2030 年ビジョンに掲げる「社会と協力して未来を

創造する研究所」を目指し，CASE、MaaS などを

キーワードに 100 年に一度の変革期におけるモビ

リティやモビリティサービスの“価値”（安全性，

環境性に加えて社会性や経済性など）の研究に挑戦

します。

 新しいモビリティや自動運転などが実用化され

るためには，自動車だけでなく通信や電気電子（半

導体やソフトウェア等を含む），情報処理、法律や

行政などの幅広い分野の協力と連携が必須です．新

モビリティ研究部では，JARI 2030 年ビジョンを実

現するための３つの柱（開かれた研究拠点を「創る」，

多様性を活かし共に「成長する」，未来のモビリテ

ィ社会と共に「栄える」）を活動方針として，図 51

に示す「新モビリティグループ」と「機能安全グル

ープ」を構成し，加えて，安全研究部や自動走行研

究部等と密接に連携しながら「調査・広報⇒ビジョ

ン・ロードマップ提案⇒先進技術の研究開発⇒標準

化活動支援」の 4 本柱のサイクルを廻し，産官学連

携の中核となって調査や研究事業を推進します．

以下に各グループの概要をご紹介します． 

1.「新モビリティグループ」

近年世界的に関心の高まる ITS・自動走行技術や

モビリティサービスなどの研究や社会実装、基準・

標準活動の推進に貢献することを目指します．具体

的には，産業動向調査活動を通じて ITS・自動走行

技術やモビリティサービスなどの動向を関連業界

や一般社会へ情報発信、高齢者のモビリティ確保や

地域振興モデルとモビリティサービス実用化に係

る研究、経済産業省が 2025 年頃に日本各地で 40

カ所以上の高度自動運転移動サービス実用化を目

指す事業における自動運転システムの安全設計や

安全性評価手法の研究，自動運転に関係するソフト

ウェアアップデート技術の国際標準化活動推進な

どに取り組んでいます．

2．「機能安全グループ」 

 車の急速な電子化・情報化が進む中で，自動車の

電気・電子システムの機能安全に関する国際標準

ISO 26262 の適用研究や国際連携活動を推進する

と共に，自動車業界関連各社様における安全文化の

定着を支援することを目的とした，電子制御システ

ム開発現場のニーズに即したコンサル・アセスメン

ト事業や，技術・マネジメントスキル獲得を目的と

した ISO 26262 のアセスメント・コンサル・トレ

ーニング事業等を推進しています．また，自動走行

システムの安全設計（故障時のみならずセンシング

性能限界やドライバーによる誤操作などへの考慮

を含めて）技術の研究への取り組みを始めています．

将来的には，自動走行システムの安全性評価に係る

アセスメントや認証なども視野に入れて推進しま

す．

(部長：谷川 浩) 

図 51 新モビリティ研究部の組織構成 

ITS研究部の活動分野
Areas of ITS research at the JARI

  

高齢者に優しい交通 
Transportation friendly to 

senior citizens 人 
Human 

くるま 
Vehicles 

道 路 
Roads 環境との調和 

Harmonization with the 
environment 

安全で安心なクルマ 
Safe and secure vehicles 

シームレスな移動 
Seamless travel 

新サービスの創出 
Creation of new 

services 

技術の連携 
Coordination of technologies 

効率的な輸送 
Efficient Transport 

円滑な交通 
Smooth traffic flows 

賢いクルマ利用 
Intelligent use of 

vehicles 

クルマの情報の活用 
Utilization of vehicle data 

ビジョン・
ロードマップ提案

先進技術の
研究開発

標準化活動支援 調査・広報

図52 新モビリティ研究部の活動分野
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8.4.1 新モビリティ研究部 新モビリティグループ

 新モビリティグループは，産官学の関係者と連携

しながらモビリティ分野に係る新しい技術やサー

ビスを社会に提案することにより，新しいビジネス

や産業の創出を図るとともに，産業や製品の国際競

争力を高めるための戦略的標準化促進を支援して

います． 

1. 調査研究

(1) ITS産業動向調査

前身である自動車走行電子技術協会から継続し

て，ITS や自動運転，新たなモビリティの活用に向

けて，技術や産業の最新動向を調査し課題を抽出，

さらに課題解決に向けた提言や情報発信を実施し

ています．ITS 関係の省庁や団体，企業などの協力

を得て行うアンケートやインタビューを通して得

られた知見をベースに独自の分析を加え，今後の進

むべき方向を報告書としてとりまとめ，広く関係者

や一般に問うことを目的としています． 

 ICT の進化や高齢社会の進行を受けて，自動車の

自動運転実用化や情報化に向けた技術開発が官民

で活発になっています．その実現に向けては技術的

な課題の解決と併せて，新たな都市のあり方やモビ

リティサービス等の検討，社会受容性の醸成が不可

欠となります．そのため，当調査では業界を超えた

様々な専門家との意見交換などを通じて得られた

知見について紹介するとともに，ITS 全般を網羅し

た調査内容や実現に向けた率直な提言などが評価

され，各方面で活用されています．

図 53 ITS 産業動向調査研究会活動 

(2) 地域の継続的なモビリティのあり方に関する

調査研究

 限界的な小さな集落において，その地域での継続

居住を図るために地域を柔軟にマネジメントする

社会システムを成立させるための要件を導きだす

基礎研究に取り組んでいます．具体的には行政や民

間が運営する移動手段や物流等の基礎インフラ，医

療保健福祉サービスなどの公共的なサービスの提

供者や住民を含めた様々な関係者から，社会システ

ムを維持・確保するために必要な配慮や手当などの

調査を行っています．併せて，地域の多種多様な資

源を活用した継続性のある街づくりや交通政策の

提案を行ってまいります．

2. 自動走行システムの研究開発

交通事故低減や高齢者のモビリティ確保などの

観点から自動走行システムの開発が進められてお

り，グローバルな技術競争が激化する中，日本が世

界をリードする上で，協調して開発すべき技術領域

があります．政府が先導する協調領域の事業として，

新モビリティ研究部では，以下の研究開発に取り組

んでいます． 

(1) 自動運転移動サービスの安全性評価手法の構

築

 自動運転移動サービスを多種多様な地域で実現

することを目指しその安全性評価を実施するべく，

具体的な自動運転サービスの事業モデルを想定し，

自動運転車両の安全設計や機能確認の適正かつ効

率的な実施，そして他地域でのサービス展開にも寄

与するような ODD 設定方法やセーフティアセスメ

ント手法の検討に取り組んでいます．

3. 自動走行システム国際標準化に関する活動

自動走行システムの研究開発が世界各国で活発

化する中，実用化の促進や製品の国際競争力を高め

る上で国際標準化は重要です． 

 新モビリティ研究部では，日本の優れた自動車技

術の反映を視野に自動走行システムの実現に必要

となる標準化の検討を行っており，新モビリティグ

ループにおいては ISO/TC22/SC32/WG12（ソフト

ウェア更新作業部会）の場で日本が提案しているソ

フトウェアアップデートの国際標準化を推進して

います．
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8.4.2 新モビリティ研究部 機能安全グループ 

 機能安全グループでは，自動車の電気／電子

（E/E）システムの機能安全に関する国際規格 ISO 

26262 の適用に向け，共同研究事業の運営と推進，

各社の機能安全活動推進の支援事業を実施してい

ます．更に，産業や製品の国際競争力を高めるため

の戦略的標準化促進を目指しています． 

1．ISO 26262 機能安全とは

現在の自動車は電子化・情報化が進み，自動化へ

の進化が加速しています．多くの E/E システムが搭

載され，かつ統合化されることにより，複雑なシス

テムのレベルでの安全性が求められ，機能安全規格

の適用がますます必要になっています．ISO 26262

は IEC 61508 をベースに自動車分野に固有のニー

ズに準拠するように策定された ISO 規格であり、

E/E システムに故障が発生してもフェールセーフ

や冗長化等による安全機能を設けることにより，ド

ライバーや乗員，他の交通参加者等への危害を及ぼ

すハザード（危険）を許容可能なレベルに低減する

という考え方をいいます．

図 54 現在の車の E/E システム（車載 ECU）搭載イメージ 

図 55 ISO 26262:2018 の概要図 

2. ISO 26262共同研究

2011 年 3 月から自動車メーカー，部品メーカー

の参加を募り，JARI 内に ISO 26262 運営委員会

を設置し，日本自動車工業会，自動車技術会および

JASPAR 殿のご協力を得て規格の運用に向けた課

題と対応について検討してきました．そして，30

社近くが参加する共同研究事業を立ち上げ，ワーキ

ンググループ活動を通じた規格解釈の支援，国際通

用性のあるアセスメント手法の検討等を行い，その

研究成果の発信を実施してきました．現在はエンジ

ン制御システムにおける運用について検討を行な

っています．

共同研究
活動

JARI
ISO 26262 運営委員会

共同研究活動の推進

自動車
メーカ
（OEM）9社

サプライヤ
19社

ISO 26262
共同研究

国内知見の蓄積

WG活動

一般社団法人
日本自動車工業会

JAMA

公益社団法人
自動車技術会

JSAE

連
携

一般社団法人

JASPAR

連
携

海外団体

HORIBA 
MIRA

WG活動

海外団体

VDA, SAE,
NHTSA,
ISO, etc.

図 56 ISO 26262 共同研究活動 

3．ISO 26262 活動推進の支援事業 

 自動車メーカー，部品メーカー各社の ISO 26262

活動の推進を支援するため，技術者，経営者・管理

者の方々に向けた様々な ISO 26262 のトレーニン

グプログラム，プロセス構築支援を中心としたコン

サルティング，機能安全アセスメント等を行ってい

ます．これらは共同研究活動により蓄積された国内

の知見と，機能安全への取り組みの先駆者である， 

欧州の知識，経験双方を取り入れた活動です*1．
*1：2011 年 9 月より，イギリスの試験研究機関であ

り，ISO 26262 の策定にも参画している HORIBA

MIRA 社と技術提携を主体としたパートナーシップ

を結んでいます．

4．自動走行システム国際標準化 

 自動走行システムの研究開発が世界各国で活発

化する中，実用化の促進や製品の国際競争力を高め

る上で国際標準化は重要です．新モビリティ研究部

では，日本の優れた自動車技術の反映を視野に，自

動走行システムの実現に必要となる標準化の検討

を行うと共に，ISO/TC204/WG14（走行制御）分

科会（事務局：公益社団法人自動車技術会）に対し

国 際 標 準 化 を 提 案 し て 行 き ま す ． ま た ，

ISO/TC204/WG1（システム機能構成）分科会事務

局として日本提案の国際標準化活動を推進します． 
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8.5 城里テストセンター 

城里テストセンターには 8 種類の独立したテス

トコースがあり，秘匿を確保しながら各社による各

コースの占有利用が可能です．将来的には，希望日

程でコース利用できるようにするために，2020 年

度からは 1 つのコースに対して複数社による混合

走行が可能な運用体制作りを始めました．図 57 に

城里テストセンターの全景を示します．隣接するコ

ース間には遮蔽盛土，目隠し用の植栽や遮蔽扉があ

ります．当センターでは，日常業務として緑地管理，

路面清掃および作業車両の維持管理など環境整備

に努めています．

 当センターを研究開発拠点に位置づけられる利

用者が増えてきており，そのため当センターでは，

車両整備および長期保管が可能な建屋を年々拡充

しています．2020 年度には 2 棟を設置し，2021 年

度にはさら 1 棟を追加予定です．また夜間試験に対

応するために，照明装置や宿泊設備の充実化も図っ

ています．2020 年度には当研究所研究部向けの宿

舎を敷地内に新設いたしました． 

図 57 城里テストセンター全景 

1．利用状況および今後の動向

2020 年度の利用実績では，テストコース利用全

体における内訳として，当研究所研究部による委託

事業での利用が 16%，それ以外の 84%が各社への

貸出利用となりました．この比率については例年大

きな変化はありません．コロナ禍による出張規制等

によりテストコース全体での 2020 年度稼働率は

2019 年度に比べて１割ほど低下しました．各社の

出張規制が緩和されるにつれて 2021 年度稼働率に

ついては若干の回復の兆しが見られます． 

しかしながら，コロナ禍を契機として，城里テス

トセンター利用の自動車メーカーはさらなる効率

的な車両開発のためにテストコースの利用方法に

ついても見直しをされており，長期的には，当セン

ターでの実走行利用は減少傾向になっていくと予

想されます． 

 一方で，自動運転や電動化への技術開発競争によ

って，自動車産業界以外の新たな業界からの参入も

目立ってきており，特に自動運転技術の領域ではテ

ストコースの利用機会は増加しています．この領域

での利用状況詳細については後述します． 

 また電動化の領域については電動車両による実

走行利用が若干増えつつある一方で，電動車両に相

い対する内燃機関での燃費試験関連での走行利用

も増えつつあります．車両技術開発の過渡期での現

象と思われます． 

2．自動運転技術領域の利用に対する対応 

(1) 外周路

2019 年度に外周路の 4 か所を改修し，分岐・合

流箇所を新設しました．図 58 に分岐・合流路の一

例を示します．あわせて利用料金を改定したことか

ら外周路の稼働は若干低下しましたが，2020 年度

後半から ACC（Adaptive Cruise Control）や LKAS

（Lane Keeping Assistant System）といった自動

運転関連の利用により，2021 年度には以前の稼働

率に戻っています． 

 また外周路のデジタルマップを無償提供するこ

とにより自動運転に関する研究開発が複数社にお

いて実施され始めています． 

図 58 分岐・合流箇所の一例
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(2) 高速周回路

高速周回路では，白線を引き直すなどの対応で外

周路と同様にACCやLKAS利用が急増しています．

2021 年度 5 月には当センター全域においてドコモ

5G が利用可能となりましたので，特に高速走行に

おいて今後利用されるケースが増えてくると予想

しています． 

(3) 旋回試験場

曲線での自動操舵や交差点での相手車両のセン

シングのニーズが高まり，2019 年度以降，走路幅

最大 200m であることが特徴である旋回試験場の

利用が急増しています．コロナ禍での出張規制にお

いても各社特例で利用いただき，コース稼働率低下

を下支えすることとなりました．

今後のさらなるニーズの高まりに応えるために，

2022 年 7 月運用を目指して 500×300m の扇形の

ADAS（Advanced Driving Support System）試験

場を造成しています．図 59 に 2021 年 6 月時点で

の造成状況を示します．現在の悪路試験場を拡幅さ

せています．新たな ADAS 試験場では，直進方向

80km/h×横断方向 60km/h での直角走行での交差

点評価試験が可能となります．自動車メーカーだけ

でなくセンサーメーカーやソフトウェア会社など

様々な利用者での活用を想定しています． 

図 59 ADAS 試験場の造成状況 

 この ADAS 試験場の使い勝手を向上させるため

には，車両や歩行者等を模擬したダミー人形，それ

らを走行させるプラットフォーム機材が必要とな

ります．それらを保有していない利用者の試験支援

を行うために，当センター敷地内に複数社の機材メ

ーカーの常駐が始まっています．あわせて当センタ

ーで 2年前に新設した試験推進GrによりADAS試 

験研究を推進し，当センターでの試験環境をさらに

充実させていきます． 

3．地域との連携他 

 2020年12月に城里町と当研究所は連携協定を締

結しました．図 60 に調印式の様子を示します．こ

の連携関係を活用し，今後，公道試験の利用を検討

していきます．当面は，地域活性化のためにマラソ

ン大会や自転車競技等イベントを誘致しはじめて

います．当センターにおいては GW や夏季の遊休

期間を活用しテストコース稼働率を高める良い機

会にもなっています．

図 60 調印式の様子 

4．今後の投資予定 

 当センターは 2005 年に開業してから 16 年目と

なります．各走路の老朽化が進み始めており，現時

点では 2023 年度から約 10 年をかけて，高速周回

路はじめ全コース路面舗装を順次，補修する予定で

す．投資費用を抑制するための工法の検討とともに，

デジタルとリアルが融合したコースづくりを目指

していきます． 

 城里テストセンターは「産業界各社の研究開発拠

点」となることをビジョンとして様々な業界に対し

て利用者ニーズおよび試験動向を先取りし，今後も

様々な取り組みを行ってまいります． 

（センター長 中谷 有）



日本自動車研究所 2020 年度 年報 87 

8.6 JNX センター 

 JNX センターは，日本の自動車業界の商取引共

通基盤としての JNX （ Japanese automotive 

Network eXchange：自動車業界共通ネットワーク）

を管理，運営して 21 年目となりました． 

 設立当初の JNX は，業界企業の負荷となってい

た通信インフラの多回線化解消が大きな目的でし

たが，現在ではセキュリティを担保した信頼性の高

い安全なネットワークを提供することが最大の役

割になっています． 

 JNX は現在，約 2,500 社を超える企業にご利用

いただいています．自動車，自動車部品，電機部品

などのメーカーはもとより，物流会社，商社にいた

るまで広範囲にわたってご利用いただいており，サ

プライチェーンを繋ぐ重要な社会インフラと位置

付けられています． 

 また，サプライチェーンに対するサイバー攻撃な

どのセキュリティ脅威への対応も重要な業務とし

て，セキュリティセミナーの開催や，新サービスの

開発などにも取り組んでいます． 

 JNX は，インターネットからの脅威を排除した

閉域ネットワークですが，利便性の良いインターネ 

ットを利用し，かつ，セキュリティの確保された新

サービスの要望を数多くいただいていました．これ

に応え JNX セキュリティゲートサービス（図１）

という新たなサービスを 2019 年度より開始しまし

た．

このサービスは，企業が発注用サーバーを JNX ネ

ットワーク内に公開し，接続許可された受注企業が

インターネットから，証明書による認証を以って

JNX セキュリティゲートを経由して同サーバーに

アクセスすることで取り引が行われます．発注企業

は，サーバーをインターネットに“さらす”ことが

ないため，その脅威からネットワークレイヤのレベ

ルでサーバーを確実に守るサービスとなっていま

す．現在，重点活動施策として，無料キャンペーン

を掲げてこのサービスの普及活動に注力していま

す．

 今後，サイバーセキュリティ対策は，ますます重

要性を増していきます．サプライチェーンを構成す

る企業は，日本自動車工業会，日本自動車部品工業

会が共同で策定したサイバーセキュリティガイド

ラインを活用し，セキュリティリスクの低減に取り

組んでいく必要があります．これを推進するため，

JNX センターは，業界企業のセキュリティリテラ

シーの向上を目指す啓蒙活動を継続実施し，自動車

業界が必要とする新たなセキュリティサービスを

開発，提供していく予定です．

 JNXセンターは，既存のネットワーク事業では，

安心・安全なサービス提供を維持し，新たなセキュ

リティサービスで CASE の時代のプラットフォー

マーとして自動車業界に貢献していきたいと考え

ています．

（センター長 矢羽田 寿）

 図 61 JNX セキュリティゲートサービスの概要 
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8.7 認証センター 

 認証センターでは，マネジメントシステムの国際

規格に基づいた認証登録やEV およびPHEV 用AC

普通充電器の製品認証を行っています．認証では，

多数の自動車業界出身審査員による豊富な知見に

より，業界に精通した審査を提供しており，登録企

業や他の認証機関からも「自動車に関しては JARI」

との高い評価をいただいています． 

 ISO 認証は，第三者機関として顧客の会社を訪問

して審査を行い，適合性を確認することにより認証

を行っています．しかし，昨今のコロナ禍の影響で

現地を訪問しての審査が難しくなっており，国際的

にもその対応が懸念され，新たな国際基準などが発

行されています．認証センターでもこの国際基準に

従い，審査活動の継続を進めています． 

・有効期限の延期（IAF ID3:2011 の活用）実績：

41 件

緊急事態宣言，まん延防止等重点措置の影響で，

有効期限内での審査が困難な場合，国際基準で

ある IAF ID3:2011 に従い，最大 6 か月までの有

効期限の延期を実施．

・その他のサーベイランス審査においても，緊急事

態宣言，まん延防止等重点措置の影響で審査が

困難な場合は，随時審査の延期を実施． 

・リモート審査（IAF MD4:2018 の活用）

国際基準である IAF MD4:2018 に基づくリモー

ト審査手法を新しく導入．2020 年度はリモート

審査の経験がなくリスクを考慮し，顧客のイン

フラ利用／顧客のサイト間で限定対応を実施

（実績：38 件）

2021年度からは，リモート審査の経験を踏まえ，

現場確認を含むフルリモート審査を展開してい

る．（実績：91 件）

・認証審査の適切性を諮問する第三者による判定委

員会も，対面での会議を避け，オンラインでの

実施に変更して対応．予め判定委員の方に，審

査報告書を送付し，質問を設定していただき，

オンラインでの委員会時に審査リーダーより質

問への回答を行うことで，審査員の育成と委員

会運営の効率化にもつながっている．

EVおよびPHEV用AC普通充電器の製品認証で

は，海外メーカーからの認証取得要望もあり，海外

での認証審査も行っている．2020 年度はコロナ禍

の影響で渡航が困難なため，ISO 認証でのノウハウ

を活かして，リモートによる工場審査を進めている． 

 自動車業界の不祥事に対して，品質管理体制の改

善を目的とした調査・提案事業や，国土交通省の完

成検査検討会への参画など，従来の認証だけではな

い，新たな業務も継続実施し，業界に貢献するとと

もに，JARI のブランド力を向上させることで，認

証を含めた収益の改善を進める． 

 また，東京地区はコロナ禍の感染拡大が著しく，

緊急事態宣言などの発出に応じて，事務所の閉鎖や

在宅勤務を進めている．これによりペーパーレス化

や Web 会議の活用を進めることができた． 

（センター長 竹内 啓祐）
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